
◎　施策の基本情報

◎　前年度の評価の振り返り

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ９ 年 度 実 績 評 価 ） 

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

政策№ 2-3 政策名
防災危機管理体
制の充実

政策の
目指す姿

災害や様々な危険から守られ、
暮らしています

施策
主管課

防災危機管理課
施策主管
課長名

阿部　勇悦

施策№ 2 施策名
自然災害対策の強
化

施策の
目指す姿

水害や土砂災害から守られ
ています

関係課名 道路課、下水道課

現状と課題

・市管理水路の氾濫常襲地等の未改修個所があります。
・河川洪水に対して危険な地域があります。
・国による北上川、豊沢川、猿ケ石川の浸水想定区域が見直されています。
・県により新たな土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域が指定されています。
・市民への避難場所や避難経路の周知が十分ではありません。
・耐震性を有していない指定避難所があります。
・災害時に地域に十分な物資を速やかに供給する体制づくりが求められています。
・備蓄食料、備蓄物資が不足しています。

(1)災害危険箇所の解消
　○市が管理する水路の氾濫常襲地の計画的改修
 　　・水害を防止するため、河川水路が氾濫しないよう整備を実施（事業実施箇所15箇所、工事箇所4箇所　工事延長L=600ｍ）した。
　○国・県管理河川の改修や堤防整備の要望
　　・国県要望等機会を捉えて7回の要望を実施した。
(2)災害危険箇所・避難場所の周知
　○見直しが必要な個所のハザードマップの更新
　　・北上川の最大規模降雨の浸水想定区域や、氾濫流や河岸浸食による家屋等倒壊危険区域（早期立ち退き避難区域）、H29年度に指定となった大迫地
域の土砂災害警戒区域、平成28年度に策定した内水氾濫エリアを掲載したハザードマップを作成（26図郭、35,000枚）。
　○防災訓練や防災講話を通じたハザードマップ等による危険個所、避難場所の周知および避難経路の確認
　　・ハザードマップの裏面には学習面として災害時に入手できる情報や避難行動について情報を掲載し、住民一人ひとりが実効性のある避難行動がとられる
よう啓発を行った。
(3)防災施設整備の充実
　○耐震性を有していない指定避難所の耐震改修
　　・土砂災害時に使用する外川目地区の下中居公民館の耐震補強工事を実施
　○市内の流通・運送業者との協定の締結等による災害用物資の供給体制の構築
　　・29年度新たに3団体との物資（飲料、食料・生活必需品、医薬品・衛生材料・医療器具）供給の協定を締結した。
　○備蓄計画による計画的備蓄
　　・飲料水、アルファ米、粉ミルクなど計画的に備蓄を行った
(4)防災連携体制の充実
　○近隣市町村と連携した防災訓練の実施
　　・盛岡市、岩手県の防災訓練の視察を実施したほか、災害警戒本部設置時には北上川流域市町と気象状況等の情報交換を実施した。

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

水や食料、備品等を
備蓄している市民の割
合（B-5）

災害に対し市民がどの程
度備えているかを示す指
標

出典：市民アンケート問：
あなたはもしもの時のため
に水や食料、備品を準備
していますか？(1)準備し
ている(2)準備していない

％

目標値 41.0 47.0 53.0 42.0 47.0 52.0

実績値 40.4 35.7 38.0 37.0

自然災害時における
避難場所を把握して
いる住民の割合（B-4）

災害に対し市民がどの程
度備えているかを示す指
標

出典：市民アンケート問：
あなたは自然災害時にお
ける避難場所を知ってい
ますか？(1)知っている(2)
知らない

％

目標値 74.0 77.0 80.0 86.0 88.0 90.0

実績値 76.0 83.2 84.9 88.0

達成度 達成状況に関する背景・要因

C

■水や食料、備品等を備蓄している市民の割合・・・【達成度ｃ　】
震災後の時間の経過とともに備蓄に関する市民の意識が薄れてきていると考えられることと、広報での特集では避難行動を
呼びかける内容が多かったため、備蓄についての周知が不足していた。

■成果指標「自然災害時における避難場所を把握している住民の割合」・・・【達成度　a　】
平成27年度にハザードマップを全世帯配布したほか、広報紙や出前講座などで災害への備えを啓発してきたことにより避難
場所について関心・理解が深まってきていると考えられる。

（前年度評価時の今後の方向性）
・広報やコミュニティＦＭ、出前講座、自主防リーダー研修会などあらゆる機会を捉えて災害に関する情報を提供し、また、備蓄や避難対策な
ど防災対する啓発を行うとともに、地域の災害特性に応じた防災訓練を市と地域及び関連機関が連携して実施することにより、自主防災組織
を中心とする災害対応力の向上を図ってゆく。

（反映状況）
・広報はなまきに防災特集ページ（６月：水害に備えて、9月：災害から身を守るために各２P）を掲載ししたほか、FMはなまき、出前講座（23回
856名参加）など様々な方法で災害に関する情報や備蓄・避難対策に関する情報を発信した。また、市内4地域において市と地域、関係機関
が連携して防災訓練を実施し自主防災組織を中心とする自然災害に対する対応力の向上を図った。

1



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（活動実績）
対象 意図

成果
直結度

災害時に応急活動ができるように食料等を計画的に備蓄するとともに、流通備蓄の考え方に基づき市内事業者と救援
物資の供給に関する協定を締結した

１

災害用物資備蓄事業 防災危機管理課
一致 直結

-

A

ハザードマップの作成・配布及び防災ラジオの貸与拡大により災害時における避難対策を強化（ハザードマップ26図
郭35,000枚を作成。防災ラジオは土砂災害（特別）警戒区域の世帯へ新たに199台を配布）

２

避難対策事業 防災危機管理課
一致 直結

B

A

浅沢地区急傾斜崩壊対策事業費の一部負担（6,000千円）
３

自然災害防止対策事業 道路課
一致 直結

B

A

水害を防止するため、河川水路が氾濫しないよう整備を実施。（事業実施箇所　14箇所、工事箇所8箇所　工事延長
L=308ｍ）

４

河川排水路改修事業 道路課
一致 直結

B

A

都市下水路の適切な維持管理により、水害の防止に備える（都市下水路の維持管理、都市下水路台帳のシステム
化）

５

公共下水道事業 下水道課
一致 直結

B

A

（課題）
・東日本大震災から年数を経ることにより備蓄など個人での自然災害への備えが低下することへの対策が必要である。
・自然災害防止対策事業として、岩手県事業である「浅沢地区急傾斜崩壊対策事業」が平成29年度で完了となり、その他の地区における平
成30年度事業はないと伺っているが、市内の急傾斜地崩壊危険箇所が200箇所以上あることから事業実施は必要である。

（今後の方向性）
・広報の特集記事や出前講座、FMはなまきによる情報提供を通して災害に対する備えを呼びかけていく。
・自然災害防止対策事業について、平成31年度以降も市内の急傾斜地崩壊危険箇所に対する県の事業が実施されるよう働きかける。

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
・なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・災害用物資備蓄事業と避難対策事業において、災害用備蓄を実施している住民の割合が低下していることから、広報紙で備蓄
に関する特集記事を作成したり、ＦＭはなまきを活用した広報活動に努める。

（新たに取り組むべき事業はないか）
・市内コミュニティ地区におおむね1名程度防災士資格を持つ方を平成３０年度から３年間かけて育成し、自主防災組織と連携して地区の危
険個所の把握や対策、避難所において避難生活が長期化する場合に自主防災組織と一緒になり避難所運営に取り組めるようにする。

６　施策の総合的な評価
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